
 

令和４年１２月２３日 

自動車局車両基準・国際課 

技術・環境政策課 

 

特定小型原動機付自転車に関する保安基準の整備等を行います！ 
 

 道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第 32 号）の施行に伴い、電動キックボード

等に対応する新たな車両区分として「特定小型原動機付自転車（以下「特定原付」という。）」が

定義されることを踏まえ、特定原付に関する保安基準を整備するとともに、その基準適合性を確

認する制度を創設します。 

国土交通省では、電動キックボード等の新たなモビリティについて、警察庁における交通ルール

の検討状況等を踏まえ、「車両」の安全確保のために必要となる技術基準等に関する検討を行うため、

有識者等から構成される車両安全対策検討会の下に「新たなモビリティ安全対策ワーキンググルー

プ」を設置し、本年10月に特定原付に関する車両安全対策をとりまとめました※１。 

この検討結果を踏まえ、特定原付に関する保安基準を整備するとともに、その基準適合性を確認

する制度を創設するため、道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）、道路運送車両の保

安基準の細目を定める告示（平成14年国土交通省告示第619号）等の改正及び特定原付の性能等確認

制度に関する告示の制定を行います。 

※１【車両安全対策検討会及び新たなモビリティ安全対策WG】：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html 

１．改正の概要（詳細は別紙参照） 

（１）道路運送車両の保安基準及びその細目を定める告示の一部改正 

 原動機付自転車のうち、電動機の定格出力が 0.6kW 以下であって長さ 190 ㎝、幅 60 ㎝以下か

つ最高速度 20km/h 以下のものを特定原付とし、それ以外の原動機付自転車を一般原動機付自

転車と定義する。 

 道路運送車両の保安基準に「特定小型原動機付自転車の保安基準」を追加し、特定原付に適用

される保安基準を定める。 

（２）特定小型原動機付自転車の性能等確認制度に関する告示の制定 

 国土交通省がその能力を審査し、公表した民間の機関・団体等が、特定原付のメーカー等から

の申請に基づき、当該特定原付の基準適合性等を確認する。 

 確認を受けた特定原付には、メーカー・確認機関の名称等を含む表示（シール）※２を目立つ

位置に貼付するとともに、当該特定原付の情報を国土交通省ホームページ等で公開する。 

（３）その他の関係告示等の一部改正等 

 今般整備する特定原付の保安基準の適用時期を規定するほか、所要の改正を行う。 

２．公布・施行 

公 布 ： 令和４年１２月２３日 

施 行 ： 公布の日（保安基準については、別紙１の２．（３）参照） 

 問い合わせ先 

自動車局 車両基準・国際課（保安基準に関すること）：山村、占部 

 電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

     技術・環境政策課（上記以外に関すること）：河野、國貞 

 電話 03-5253-8111（内線 42214）、03-5253-8592（直通）、FAX 03-5253-1639 

※２ 

資料７

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html


【 別紙１ 】  

令 和 ４ 年 1 2 月 23 日 

自 動 車 局 車 両 基 準 ・ 国 際 課 

 

道路運送車両の保安基準の一部を 改正する 省令及び 

道路運送車両の保安基準の細目を定める 告示等の一部を 改正する 告示について 

 

１ ． 改正の背景 

道路交通法の一部を改正する 法律（ 令和４ 年法律第 32 号。 以下「 改正道交法」 と いう 。） によ り 、

電動キッ ク ボード 等に対応する 新たな車両区分と し て「 特定小型原動機付自転車（ 以下「 特定原付」

と いう 。）」 が定義さ れる こ と を踏ま え、 道路運送車両法（ 昭和 26 年法律第 185 号） 体系下において

も 、 有識者等から 構成さ れる 車両安全対策検討会の下に「 新たなモビ リ ティ 安全対策ワ ーキンググ

ループ」 を設置し 、 特定原付に区分さ れる 電動キッ ク ボード 等の車両の安全対策の検討を行った結

果、 本年 10 月にその内容がと り ま と めら れた※。  

今般、 こ の検討の結果を踏ま え、 道路運送車両の保安基準（ 昭和 26 年運輸省令第 67 号）、 道路運

送車両の保安基準の細目を定める 告示（ 平成 14 年国土交通省告示第 619 号） 等の改正を行う 。  

※【 車両安全対策検討会及び新たなモビ リ ティ 安全対策 WG】： ht t ps: //www. ml i t . go. j p/j i dosha/j i dosha_ t k7_ 000005. ht ml  

＜車両安全対策検討会（ 2022 年 10 月 12 日） 資料（ 修正版） ＞ 

 

２ ． 改正の概要 

（ １ ） 道路運送車両の保安基準の一部改正 

  原動機付自転車のう ち、 電動機の定格出力が 0. 6kW以下であって長さ 190 ㎝、 幅 60 ㎝以下かつ

最高速度 20km/h 以下のも のを特定原付と し 、 それ以外の原動機付自転車を一般原動機付自転車

と 定義する 。  

  道路運送車両の保安基準に「 特定小型原動機付自転車の保安基準」 を追加し 、特定原付に適用さ

れる 保安基準の項目等を定める 。  

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html


 

 

 

（ ２ ） 道路運送車両の保安基準の細目を定める 告示の一部改正 

  特定原付の特性（ 小型、 低速等） を踏ま えながら 、 その安全性を確保する ため、 以下のよ う に保

安基準を定める 。  

保安基準 基準の概要 

接地部及び接地圧 道路を破損する おそれのないも のである こ と 。  

制動装置 

２ 個の独立し た操作装置を 有し 、 確実かつ安全に減速及び停止を 行う こ と ができ 、 制

動停止距離が５ m以下である こ と 。２ 系統以上のう ち１ 系統は、平坦な舗装路面等で確

実に特定小型原動機付自転車を停止状態に保持でき る こ と 。  

車体 
堅牢で運行に十分耐える も のである こ と 。乗車装置が確実に取付けら れ、振動、衝撃等

によ り ゆる みが生じ ないよ う になっている こ と 。  

安定性 
安定し た走行を確保でき る も のと し て「 特定小型原動機付自転車の走行安定性の技術

基準」 に適合する こ と 。  

前照灯 夜間前方 15ｍの距離の障害物を確認でき る こ と 。  

尾灯 夜間後方 300ｍから 点灯を確認でき る こ と 。  

制動灯 昼間後方 100ｍから 点灯を確認でき る こ と 。  

後部反射器 夜間後方 100ｍから 走行用前照灯で照射し た場合にその反射光を確認でき る こ と 。  

警音器 適当な音響を発する 警音器である こ と （ 自転車に装着さ れる ベル等でも 可）。  

方向指示器 
車両中心線上の前方及び後方 30ｍの距離から 指示部を見通すこ と ができ る 位置に少な

く と も 左右１ 個ずつ取り 付けら れている こ と 。  

速度抑制装置 
速度制御性能に関し 「 特定小型原動機付自転車の速度抑制装置の技術基準」 に適合す

る こ と 。 設定最高速度が２ 種類以上ある 場合、 走行中に設定変更ができ ないこ と 。  

電気装置 
原動機用蓄電池は以下のいずれかの基準に適合し ている こ と 。  

国連規則、欧州規格、国連危険物輸送勧告、PSEマーク（ 電気用品安全法に基づく 表示） 

乗車装置 
乗車人員が動揺、 衝撃等によ り 転落又は転倒する こ と なく 安全な乗車を 確保でき る 構

造である こ と 。  

最高速度表示灯 
昼間前方及び後方 25mから 点灯を確認でき る こ と 。  

車道モード ： 緑色点灯、 歩道モード ： 緑色点滅 

（ ３ ） その他の関係告示の一部改正 

  今回新設する 特定原付の保安基準への適用猶予（ 適用日） を下表の通り 規定する ほか、所要の改

正を行う 。  

 公布・ 施行日 新車への適用時期 使用過程車への適用時期 

特定原付の保安基準 

（ 最高速度表示灯を除く ）  
令和 4 年 12 月 23 日 改正道交法施行日 

最高速度表示灯 
公布： 令和 4 年 12 月 23 日 

施行： 改正道交法施行日 
改正道交法施行日 令和６ 年 12 月 23 日 

 



【別紙２】 

令和４年 12 月 23 日 

自動車局技術・環境政策課 

 

特定小型原動機付自転車の性能等確認制度に関する告示の制定について 

 

１．背景 

道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第 32 号）により、電動キックボード等に

対応する新たな車両区分として「特定小型原動機付自転車（以下「特定原付」という。）」が定

義されることとなった。これを踏まえ、車両安全対策検討会の下に「新たなモビリティ安全

対策ワーキンググループ」を設置し、特定原付に区分される電動キックボード等の車両の安

全対策の検討を行ってきたところ、本年 10 月にその内容がとりまとめられた※。 

今般、この検討の結果を踏まえ、運行の用に供される特定原付の保安基準適合性を確保す

るとともに、特定原付が安全に利用される環境の整備を促進するため、「特定原動機付自転車

の性能等確認制度に関する告示（以下単に「告示」という。）」の制定等を行う。 

※【車両安全対策検討会及び新たなモビリティ安全対策 WG】：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html 

２．制度の概要 

（１）性能等確認実施機関の認定 

・ 性能等確認を実施しようとする者は、性能等確認の実施方法、設備等及び実施体制を

定めた「性能等確認実施規程」（以下「規程」という。）を策定し、国土交通大臣の認定を

受けることができる。 

・ 国土交通大臣は、申請により、当該認定を受けようとする者の性能等確認の能力等を

確認した上で、その認定を行った場合には、当該性能等確認実施機関に係る情報を遅滞

なく公表する。 

・ 認定の有効期間は、５年とする。 

・ 規程の変更は、変更の内容に応じ、再認定又は届出の対象とする。 

（２）認定の基準 

・ 認定の基準は、性能等確認に関し、①特定原付の保安基準適合性等を適切に確認でき

る能力を有すること、②必要な設備、機器等を有すること、③公平かつ適正な実施に必

要な体制を有することとする。 

（３）性能等確認の実施 

・ 性能等確認実施機関は、性能等確認の実施前に、当該確認の申請・実施・結果通知等の

手続きを定めた「性能等確認実施要領」（以下「要領」という。）を策定し、国土交通大臣

に届け出る（変更時も同様）。 

・ 性能等確認は、特定原付の製作者等の申請により行う。 

・ 性能等確認実施機関は、規程及び要領に基づき、特定原付の型式ごとに性能等確認を

実施するとともに、その結果を遅滞なく製作者等及び国土交通大臣に通知する。 

（４）性能等確認の結果の活用 

・ 国土交通大臣は、性能等確認の結果、告示に定める事項に適合する旨の通知（以下「適

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html


 

合通知」という。）を受けた場合には、当該通知に係る情報を遅滞なく公表する。 

・ 適合通知を受けた製作者等は、当該通知に係る型式の特定原付には、所定の表示（シー

ル）※を付するものとする。 

・ 性能等確認実施機関は、適合通知を受けた製作者等に対し、少なくとも事業年度ごと

に、車体への表示状況等に関し報告を求めるものとする。 

  

（車体のデザインに応じ、選択可） 

（５）性能等確認の適正な実施のための措置 

・ 国土交通大臣は、性能等確認実施機関に対し必要な報告を求めることができるほか、

性能等確認実施機関が告示の規定に違反していると認めるときは、当該性能等確認実施

機関に対し、必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

・ 国土交通大臣は、性能等確認実施機関が①告示の規定又は措置命令に違反したとき、

②報告の忌避又は虚偽の報告をしたとき、③不正の手段で認定を受けたときは、認定を

取り消すことができる。 

・ 国土交通大臣は、①適合通知を受けた型式の特定原付が性能等確認の基準に適合しな

いと認めるとき、②製作者等が不正の手段により適合通知を受けたとき、③認定を取り

消した場合において必要と認めるときは、性能等確認に係る結果の公表を取りやめるこ

とができる。 

 

３．スケジュール 

公 布：令和４年 12月 23 日 

施 行：公布の日 

 

※ 


